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証人及び被害者の保護等のための施策について

第１ ビデオリンク方式による証人尋問の拡充

１ 考えられる制度の概要

一定範囲の証人（例えば，遠隔地に居住していて出頭が困難な証人や，加害行

為等を受けるおそれのある証人）について，公判が行われる裁判所とは別の場所

に在席してビデオリンク方式による証人尋問を受けることができるものとする。

２ 検討課題

(1) 必要性

(2) 対象とする証人の範囲，在席する場所の範囲

(3) 要件及び手続

【参考条文】

○ 刑事訴訟法
第百五十七条の四【ビデオリンク方式による証人尋問】

裁判所は、次に掲げる者を証人として尋問する場合において、相当と認めるときは、
検察官及び被告人又は弁護人の意見を聴き、裁判官及び訴訟関係人が証人を尋問するた
めに在席する場所以外の場所（これらの者が在席する場所と同一の構内に限る。）にそ
の証人を在席させ、映像と音声の送受信により相手の状態を相互に認識しながら通話を
することができる方法によつて、尋問することができる。
一 刑法第百七十六条 から第百七十八条の二 まで若しくは第百八十一条 の罪、同法

第二百二十五条 若しくは第二百二十六条の二第三項 の罪（わいせつ又は結婚の目的
に係る部分に限る。以下この号において同じ。）、同法第二百二十七条第一項 （第二
百二十五条又は第二百二十六条の二第三項の罪を犯した者を幇助する目的に係る部分
に限る。）若しくは第三項 （わいせつの目的に係る部分に限る。）若しくは第二百四
十一条 前段の罪又はこれらの罪の未遂罪の被害者

二 児童福祉法 （昭和二十二年法律第百六十四号）第六十条第一項 の罪若しくは同法
第三十四条第一項第九号 に係る同法第六十条第二項 の罪又は児童買春、児童ポルノ
に係る行為等の処罰及び児童の保護等に関する法律 （平成十一年法律第五十二号）
第四条 から第八条 までの罪の被害者

三 前二号に掲げる者のほか、犯罪の性質、証人の年齢、心身の状態、被告人との関係
その他の事情により、裁判官及び訴訟関係人が証人を尋問するために在席する場所に
おいて供述するときは圧迫を受け精神の平穏を著しく害されるおそれがあると認めら
れる者

２ 前項に規定する方法により証人尋問を行う場合において、裁判所は、その証人が後の
刑事手続において同一の事実につき再び証人として供述を求められることがあると思料
する場合であつて、証人の同意があるときは、検察官及び被告人又は弁護人の意見を聴
き、その証人の尋問及び供述並びにその状況を記録媒体（映像及び音声を同時に記録す
ることができるものに限る。）に記録することができる。

３ 前項の規定により証人の尋問及び供述並びにその状況を記録した記録媒体は、訴訟
記録に添付して調書の一部とするものとする。
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第２ 被害者等の捜査段階での供述の録音・録画媒体の公判での活用

１ 考えられる制度の概要

一定の要件の下，被害者等の捜査段階での供述の録音・録画媒体を，公判での

主尋問に対する証言に代えて証拠とすることができるものとする。

２ 検討課題

(1) 必要性

(2) 対象とする犯罪及び対象とする証人の範囲

(3) 供述を得る手続・方法と証拠とするための要件の在り方

(4) 被告人の防御との関係

【参考条文】

第三百二十一条の二【ビデオリンク方式による証人尋問調書の証拠能力】

被告事件の公判準備若しくは公判期日における手続以外の刑事手続又は他の事件の刑事

手続において第百五十七条の四第一項に規定する方法によりされた証人の尋問及び供述並

びにその状況を記録した記録媒体がその一部とされた調書は、前条第一項の規定にかかわ

らず、証拠とすることができる。この場合において、裁判所は、その調書を取り調べた後、

訴訟関係人に対し、その供述者を証人として尋問する機会を与えなければならない。

２ 前項の規定により調書を取り調べる場合においては、第三百五条第四項ただし書の規定

は、適用しない。

３ （略）

第三百五条【証拠書類等に対する証拠調べの方式】

１～３ （略）

４ 第百五十七条の四第三項の規定により記録媒体がその一部とされた調書の取調べについ

ては、第一項又は第二項の規定による朗読に代えて、当該記録媒体を再生するものとする。

ただし、裁判長は、検察官及び被告人又は弁護人の意見を聴き、相当と認めるときは、当

該記録媒体の再生に代えて、当該調書の取調べを請求した者、陪席の裁判官若しくは裁判

所書記官に当該調書に記録された供述の内容を告げさせ、又は自らこれを告げることがで

きる。
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第３ 証人に関する情報の保護

１ 考えられる制度の概要

○ 証拠開示に際し，一定の場合には，証人の氏名及び住居の開示について，適

切な代替措置を採ることができることとする。

○ 被害者以外の証人についても，一定の要件の下で，公開の法廷でその氏名等

を明らかにしないことができることとする。

２ 検討課題

(1) 必要性

(2) 被告人の防御への支障の有無

(3) 対象とする証人の範囲

(4) 要件及び手続



- 4 -

【参考条文①（証人の氏名・住居の開示関係）】

○ 刑事訴訟法

第二百九十九条【証拠調べの請求，職権証拠調べと当事者の権利】

検察官、被告人又は弁護人が証人、鑑定人、通訳人又は翻訳人の尋問を請求するにつ

いては、あらかじめ、相手方に対し、その氏名及び住居を知る機会を与えなければなら

ない。証拠書類又は証拠物の取調を請求するについては、あらかじめ、相手方にこれを

閲覧する機会を与えなければならない。但し、相手方に異議のないときは、この限りで

ない。

２ 裁判所が職権で証拠調の決定をするについては、検察官及び被告人又は弁護人の意見

を聴かなければならない。

第二百九十九条の二【証人等の身体・財産への加害行為等の防止のための配慮】

検察官又は弁護人は、前条第一項の規定により証人、鑑定人、通訳人若しくは翻訳人

の氏名及び住居を知る機会を与え又は証拠書類若しくは証拠物を閲覧する機会を与える

に当たり、証人、鑑定人、通訳人若しくは翻訳人若しくは証拠書類若しくは証拠物にそ

の氏名が記載されている者若しくはこれらの親族の身体若しくは財産に害を加え又はこ

れらの者を畏怖させ若しくは困惑させる行為がなされるおそれがあると認めるときは、

相手方に対し、その旨を告げ、これらの者の住居、勤務先その他その通常所在する場所

が特定される事項が、犯罪の証明若しくは犯罪の捜査又は被告人の防御に関し必要があ

る場合を除き、関係者（被告人を含む。）に知られないようにすることその他これらの

者の安全が脅かされることがないように配慮することを求めることができる。

第二百九十九条の三【証拠開示の際の被害者特定事項の秘匿要請】

検察官は、第二百九十九条第一項の規定により証人の氏名及び住居を知る機会を与え

又は証拠書類若しくは証拠物を閲覧する機会を与えるに当たり、被害者特定事項が明ら

かにされることにより、被害者等の名誉若しくは社会生活の平穏が著しく害されるおそ

れがあると認めるとき、又は被害者若しくはその親族の身体若しくは財産に害を加え若

しくはこれらの者を畏怖させ若しくは困惑させる行為がなされるおそれがあると認める

ときは、弁護人に対し、その旨を告げ、被害者特定事項が、被告人の防御に関し必要が

ある場合を除き、被告人その他の者に知られないようにすることを求めることができる。

ただし、被告人に知られないようにすることを求めることについては、被害者特定事項

のうち起訴状に記載された事項以外のものに限る。
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【参考条文②（被害者特定事項の秘匿関係）】

○ 刑事訴訟法

第二百九十条の二【公開の法廷での被害者特定事項の秘匿】

裁判所は、次に掲げる事件を取り扱う場合において、当該事件の被害者等（被害者

又は被害者が死亡した場合若しくはその心身に重大な故障がある場合におけるその配偶

者、直系の親族若しくは兄弟姉妹をいう。以下同じ。）若しくは当該被害者の法定代理

人又はこれらの者から委託を受けた弁護士から申出があるときは、被告人又は弁護人の

意見を聴き、相当と認めるときは、被害者特定事項（氏名及び住所その他の当該事件の

被害者を特定させることとなる事項をいう。以下同じ。）を公開の法廷で明らかにしな

い旨の決定をすることができる。

一 刑法第百七十六条 から第百七十八条の二 まで若しくは第百八十一条 の罪、同法

第二百二十五条 若しくは第二百二十六条の二第三項 の罪（わいせつ又は結婚の目的

に係る部分に限る。以下この号において同じ。）、同法第二百二十七条第一項 （第二

百二十五条又は第二百二十六条の二第三項の罪を犯した者を幇助する目的に係る部分

に限る。）若しくは第三項 （わいせつの目的に係る部分に限る。）若しくは第二百四

十一条 の罪又はこれらの罪の未遂罪に係る事件

二 児童福祉法第六十条第一項 の罪若しくは同法第三十四条第一項第九号 に係る同法

第六十条第二項 の罪又は児童買春、児童ポルノに係る行為等の処罰及び児童の保護

等に関する法律第四条 から第八条 までの罪に係る事件

三 前二号に掲げる事件のほか、犯行の態様、被害の状況その他の事情により、被害者

特定事項が公開の法廷で明らかにされることにより被害者等の名誉又は社会生活の平

穏が著しく害されるおそれがあると認められる事件

２ 前項の申出は、あらかじめ、検察官にしなければならない。この場合において、検察

官は、意見を付して、これを裁判所に通知するものとする。

３ 裁判所は、第一項に定めるもののほか、犯行の態様、被害の状況その他の事情により、

被害者特定事項が公開の法廷で明らかにされることにより被害者若しくはその親族の身

体若しくは財産に害を加え又はこれらの者を畏怖させ若しくは困惑させる行為がなされ

るおそれがあると認められる事件を取り扱う場合において、検察官及び被告人又は弁護

人の意見を聴き、相当と認めるときは、被害者特定事項を公開の法廷で明らかにしない

旨の決定をすることができる。

４ 裁判所は、第一項又は前項の決定をした事件について、被害者特定事項を公開の法廷

で明らかにしないことが相当でないと認めるに至つたとき、第三百十二条の規定により

罰条が撤回若しくは変更されたため第一項第一号若しくは第二号に掲げる事件に該当し

なくなつたとき又は同項第三号に掲げる事件若しくは前項に規定する事件に該当しない

と認めるに至つたときは、決定で、第一項又は前項の決定を取り消さなければならない。

第二百九十一条【冒頭手続】

検察官は、まず、起訴状を朗読しなければならない。

２ 前条第一項又は第三項の決定があつたときは、前項の起訴状の朗読は、被害者特定事

項を明らかにしない方法でこれを行うものとする。この場合においては、検察官は、被

告人に起訴状を示さなければならない。

３ （略）

第二百九十五条【弁論等の制限】

裁判長は、訴訟関係人のする尋問又は陳述が既にした尋問若しくは陳述と重複すると
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き、又は事件に関係のない事項にわたるときその他相当でないときは、訴訟関係人の本

質的な権利を害しない限り、これを制限することができる。訴訟関係人の被告人に対す

る供述を求める行為についても同様である。

２ 裁判長は、証人、鑑定人、通訳人又は翻訳人を尋問する場合において、証人、鑑定人、

通訳人若しくは翻訳人若しくはこれらの親族の身体若しくは財産に害を加え又はこれら

の者を畏怖させ若しくは困惑させる行為がなされるおそれがあり、これらの者の住居、

勤務先その他その通常所在する場所が特定される事項が明らかにされたならば証人、鑑

定人、通訳人又は翻訳人が十分な供述をすることができないと認めるときは、当該事項

についての尋問を制限することができる。ただし、検察官のする尋問を制限することに

より犯罪の証明に重大な支障を生ずるおそれがあるとき、又は被告人若しくは弁護人の

する尋問を制限することにより被告人の防御に実質的な不利益を生ずるおそれがあると

きは、この限りでない。

３ 裁判長は、第二百九十条の二第一項又は第三項の決定があつた場合において、訴訟関

係人のする尋問又は陳述が被害者特定事項にわたるときは、これを制限することにより、

犯罪の証明に重大な支障を生ずるおそれがある場合又は被告人の防御に実質的な不利益

を生ずるおそれがある場合を除き、当該尋問又は陳述を制限することができる。訴訟関

係人の被告人に対する供述を求める行為についても、同様とする。

４ 裁判所は、前三項の規定による命令を受けた検察官又は弁護士である弁護人がこれに

従わなかつた場合には、検察官については当該検察官を指揮監督する権限を有する者に、

弁護士である弁護人については当該弁護士の所属する弁護士会又は日本弁護士連合会に

通知し、適当な処置をとるべきことを請求することができる。

５ 前項の規定による請求を受けた者は、そのとつた処置を裁判所に通知しなければなら

ない。

第三百五条【証拠書類等に対する証拠調べの方式】

検察官、被告人又は弁護人の請求により、証拠書類の取調をするについては、裁判長は、

その取調を請求した者にこれを朗読させなければならない。但し、裁判長は、自らこれ

を朗読し、又は陪席の裁判官若しくは裁判所書記にこれを朗読させることができる。

２ 裁判所が職権で証拠書類の取調をするについては、裁判長は、自らその書類を朗読し、

又は陪席の裁判官若しくは裁判所書記にこれを朗読させなければならない。

３ 第二百九十条の二第一項又は第三項の決定があつたときは、前二項の規定による証拠

書類の朗読は、被害者特定事項を明らかにしない方法でこれを行うものとする。

４，５ （略）
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第４ 証人の安全の保護

１ 考えられる制度の概要

報復等による生命・身体への危険がある証人について，その者を特定する事項

の変更その他の証人の所在等を探知されにくくするための措置を講ずることがで

きることとする。

２ 検討課題

(1) 必要性

(2) 具体的な保護の内容と有効性

(3) 他制度との調整その他対応態勢

第５ その他


